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概要 

2023 年 4 月から第 14 次労働災害防止計画1（以下「14 次計画」）が始まった。これは、労働災害を減少さ

せるために国、事業者、労働者等の関係者が取り組む事項を定めた 2023 年度から 2027 年度までの 5 年間を

対象とした中期計画である。本レポートでは、14 次計画の策定の背景や目指す社会、デジタルトランスフォ

ーメーション（以下「DX」）を活用した安全衛生対策など今後、経営層や安全衛生管理者などが注目すべきと

考える点について、筆者の産業界での労働安全コンサルティングの経験をもとにご紹介していきたい。 
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1 厚生労働省,第 14 次労働災害防止計画（本文） 

URL：https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001101223.pdf（アクセス日 2023/5/31） 
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1. 14 次計画策定の背景・ねらい 

労働災害は、労働者の命や健康を奪うだけでなく、家族や社会にも深刻な影響を及ぼす問題である。国内

では、毎年約 10 万人以上の労働者が死亡したり重傷を負ったりしている。令和 4 年（2022 年）までの状況で

は、「死亡者数」は減少しているが、休業 4 日以上の「死傷者数」は、近年、増加傾向にあり、令和 4 年は平

成 14 年（2002 年）以降で過去最多となった（図 1）2。この背景として中小事業者や第三次産業における安全

衛生対策の取組が十分に向上しておらず、また、60 歳以上の高年齢労働者の割合が増加していることや、労

働者の不安全行動に起因する災害が目立ってきていることが指摘されている3。なお、事故の型別では、第１

位の「転倒」（前年比 1,623 人・4.8％増）に続き、腰痛等の「動作の反動・無理な動作」（同 103 人・0.5％

増）が初めて第２位となり、「墜落・転落」（同 665 人・3.1％減）が続いた。「激突」（同 209 人・3.1％増）

も増加傾向である4。 

 

 

図 1 労働災害による死亡者数、死傷者数の推移 2 

（新型コロナウイルス感染症へのり患による労働災害を除いたもの。） 

 

また、新型コロナウイルス感染症の流行やテレワークの普及などによって労働環境や労働形態が大きく変

化していることから、14 次計画では安全衛生対策の多様化に対応する必要があるとしている。 

さらに世界的なサステナビリティに関する議論を踏まえた内容も示されている。SDGs（持続可能な開発目

標）では「安全衛生対策」に関連して「移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働

                              
2 厚生労働省,令和 4年労働災害発生状況 

URL：https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/001100029.pdf（アクセス日 2023/5/31） 

3 厚生労働省,第 14 次労働災害防止計画の概要 

URL：https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001087008.pdf（アクセス日 2023/5/31） 
4 厚生労働省,令和 4年労働災害発生状況の分析等 

URL：https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/001099504.pdf（アクセス日 2023/5/31） 
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者など、すべての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。」5を目標の 1つとして掲げてい

る。14 次計画ではこの SDGs の目標と日本の状況を踏まえ「中小事業者等も含め、事業場の規模、雇用形態や

年齢等によらず、どのような働き方においても、労働者の安全と健康が確保されることを前提として、多様

な形態で働く一人一人が潜在力を十分に発揮できる社会」を実現しなければならないとしている。 

14 次計画ではこのような近年の社会背景を踏まえ、後述の「目指すべき社会」や「重点事項」などを示し

ている。 

 

2. 14 次計画が目指す社会 

14 次計画の冒頭では「安全で健康に働くことができる職場環境の実現」を基本理念とし、目指す社会とし

て以下 3 つを挙げている。特に「DX」「人的資本経営」といった技術革新や新たな経営手法にも触れており、

近年の事業環境の変化を踏まえた内容である。そのため、以下は安全衛生部門の責任者だけでなく、経営層

にも注目していただきたい内容と言える。 

 

2.1. 安全衛生対策に要する経費の社会的な理解 

消費者・サービス利用者には、事業者が行う安全衛生対策の必要性や、事業者から提供されるサービスの

料金に安全衛生対策に要する経費が含まれることをより一層理解いただくべきではないかという議論がある。

筆者もこれまで様々な場面で、このような議論を目にしてきた。皆さんの業界では消費者・サービス利用者

の理解が進んでいると言えるだろうか。事業者の努力だけでは難しい場合も多々あるが、一方で国は今後「あ

らゆる機会を捉えて、周知啓発を図る」としている。今後の動向に注目するとともに、安全衛生対策に要す

る経費の確保や理解の促進方法などについて事業者も検討すべきと考える。 

 

2.2. DX を活用した安全衛生対策 

14 次計画ではウィズ・コロナ、ポスト・コロナ社会を見据え、また DX の進展も踏まえ、デジタル技術を活

用した安全衛生対策の実践の促進や有効性評価についても言及している。デジタル技術を活用した安全衛生

対策の中には手軽なものから難易度の高いものまであり、効果だけでなく弊害も考えられる。しかし、安全

衛生レベルが向上する可能性があるなら、事業者は積極的に検討すべきと考える。（デジタル技術を活用した

対策例等は「4. 14 次計画の重点事項（安全衛生対策における DX の推進）」で紹介する） 

 

2.3. 資産としての人的投資 

14 次計画では人件費を費用ではなく資産とみなす「人的資本経営6」の考え方にも触れている。事業者の経

営戦略や企業価値の持続的向上という観点からもこの考え方は重要であるが、計画の中でも労働者の安全衛

                              
5 国際労働機関（ILO）,ILO と持続可能な開発目標（SDGｓ）ターゲット 8.8 に示されている。 

URL：https://www.ilo.org/tokyo/WCMS_411160/lang--ja/index.htm（アクセス日 2023/5/31） 

6 経済産業省,人的資本経営 ～人材の価値を最大限に引き出す～ 

URL：https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.html（アクセス日 2023/5/31） 
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生対策が人材確保にも有利であるとしている。 

筆者もこの考えに同意するが、一方で労働者の安全衛生対策に積極的に取り組んでいるにもかかわらず社

会的に十分評価されていないのではと感じている事業者も少なくないのではないだろうか。国は安全衛生対

策に取り組む事業者が社会的に評価されるように、従来の「健康経営優良法人認定制度：経済産業省」に加

え、近年では「SAFE コンソーシアム：厚生労働省」7等既存の安全衛生に関する取組の見える化を図る仕組み

を推進している（図 2）。事業者はコンソーシアムメンバーとしてこの仕組みを利用し、社会的評価を得て企

業価値を高めることができると考える。 

なお、国は中小事業者が安全衛生対策に取り組むことによって経営や人材確保・育成の観点からの実利的

なメリットや、安全衛生対策に取り組まないことにより生じ得る損失について、研究を進め、その成果を広

く周知するとしている。 

安全対策が企業価値の向上に影響すると実感しにくい中小事業者などは、この研究成果を参考にしていた

だくことをお勧めしたい。 

 

図 2 SAFE コンソーシアム（ロゴ）7 

 

【参考】厚生労働省は SAFE コンソーシアムへの加盟により以下のメリットがあるとしている 

１．ロゴマークの使用やアワードによる労働安全衛生への取組のＰＲ 

２．加盟メンバー間での取組事例の共有による企業内等での労働安全衛生水準の向上、労働災害損失の減少 

３．加盟メンバー間の労災防止・健康増進事業連携マッチング 

  

                              
7 厚生労働省,SAFE コンソーシアムポータルサイト 

URL：https://safeconsortium.mhlw.go.jp/（アクセス日 2023/5/31） 
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3. 14 次計画の重点事項（概要） 

前述の労働安全衛生を取り巻く状況や計画が目指す社会の内容等を踏まえ、14 次計画では新たにアウトプ

ット（事業実施量）指標8およびアウトカム（結果）指標9を定めている。それぞれの指標について抜粋し要約

した内容を表 1、表 2に示す。 

 

表 1 アウトプット指標（抜粋・要約） 

 

 転倒災害対策に取り組む事業場の割合を 2027 年までに 50％以上とする。 

 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）」に

基づく高年齢労働者の安全衛生確保の取組を実施する事業場の割合を 2027 年までに 50％以上と

する。 

 等 

 

 

表 2 アウトカム指標（抜粋・要約） 

 

 増加が見込まれる転倒の年齢層別死傷年千人率を 2027 年までに男女ともその増加に歯止めをか

ける。 

 増加が見込まれる 60 歳代以上の死傷年千人率を 2027 年までに男女ともその増加に歯止めをかけ

る。 

 等 

 

上記のアウトカム指標の達成を目指した場合、労働災害全体としては、少なくとも以下のとおりの結

果が期待される。 

 死亡災害については、2022 年と比較して、2027 年までに 5％以上減少する。 

 死傷災害については、2021 年までの増加傾向に歯止めをかけ、死傷者数については、2022 年と比

較して 2027 年までに減少に転ずる。 

 

 

上記のアウトプット指標を達成することでアウトカム指標の達成を目指すとしている。そしてアウトプッ

ト指標を達成するために以下に示す 8 つの重点事項を定めており、それぞれの事項において国が取り組むべ

きこと、労働者の協力を得て事業者が取り組むべきことが具体的に示されている（表 3）。（重点事項の具体的

な内容は 14 次計画 1や、その概要 3が掲載されている WEB サイトの資料を参照されたい。） 

 

                              
8アウトプット指標：8つの重点事項の取組の成果として、労働者の協力の下、これらの指標の達成を目指すものであ

る。国は、その達成を目指し、当該指標を用いて本計画の進捗状況の把握を行うとしている。 
9アウトカム指標：事業者がアウトプット指標を達成した結果として期待される事項をアウトカム指標として定め、14

次計画に定める実施事項の効果検証を行うための指標として取り扱うとしている。 
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表 3 8 つの重点事項 

（1）自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発 

（2）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進 

（3）高年齢労働者の労働災害防止対策の推進 

（4）多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進 

（5）個人事業者等に対する安全衛生対策の推進 

（6）業種別の労働災害防止対策の推進 

（7）労働者の健康確保対策の推進 

（8）化学物質等による健康障害防止対策の推進 

 

重点事項の一番目には「（1）自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発」が掲げられている。この

重点事項では「労働災害情報の分析機能の強化及び分析結果の効果的な周知」に触れており、国は一部の労

働災害事例のみならず、労働者死傷病報告を詳細に分析し、災害原因等の要因解析をより深化させるとして

いる。今後、事業所での事例教育などの場で活用できることを期待したい。 

また「2.14 次計画が目指す社会」の章で示した「安全衛生対策に取り組む事業者が社会的に評価される環

境整備」や「安全衛生対策における DX の推進」（次章で解説）についても労働者の協力を得ながら、事業者

が取り組むべきであることが改めて示されている。 

 

4. 14 次計画の重点事項（安全衛生対策における DX の推進） 

14 次計画では現在の DX の進展状況を踏まえ、事業者は労働者の理解・協力を得ながら、各種デジタル技術

を活用した効率的・効果的な安全衛生活動の推進及び危険有害な作業の遠隔管理等による作業の安全化を進

めるべきであることを示している。 

ここではデジタル技術を活用した安全衛生対策とその留意点についていくつかの例を示しながら説明する。 

 

4.1. VR およびメタバース 

現在多くのソフトが市販されている VR10技術による危険体感教育は、再現された危険な状況を疑似的に体

感し、対処法を学ぶことで労働者の安全意識向上に役立つと考える。また、「メタバース11」を活用した安全

教育については現時点では構想や、トライアル的な事例しか筆者は目にしていないが、今後も注目したい。

一般的な VR 技術を活用した危険体感教育は主に固定されたシナリオに沿ったコンテンツが一般的である。VR

を更に進化させたメタバースは、複数の人が仮想空間でコミュニケーションを取りながら、さまざまな体験

ができる技術であるが、今後の活用には、デバイスや通信インフラ等の発達が重要になることが想定される。

メタバースの活用によって、より現実に近い状況で労働災害リスクへの対応能力を養うことができる可能性

                              
10 VR（Virtual Reality 仮想現実）：コンピューターによって創り出された仮想的な空間などを現実であるかのように

疑似体験できる技術 
11 メタバース (metaverse)：コンピューターの中に構築された 3次元の仮想空間やそのサービスを指す。 
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がある。例えば複数の人が同時に作業する装置のメンテナンスを行う際には、事前に安全ルールを作業者に

徹底するために、このようなツールを有効に活用できるようになるのではないかと考える。 

一方で VR やメタバースで感じた恐怖や不快感がトラウマになったり、バーチャル世界と現実世界の区別が

つかなくなったりする可能性などといった、心理的、身体的な影響については未知の部分も多く残っている。

従って、これらの技術を使用する際には、教育対象者の状態を丁寧に観察するなど慎重に対応する必要があ

る。 

 

4.2. AI 

AI 技術を活用した安全対策として、現場のリスク状況に応じて対策の提案ができる危険予知システムが開

発されている。例えば過去の労働災害データに基づいて適切な危険有害要因と対策を提示するもので、現場

の作業内容を入力すると、AI が関連性の高い災害事例・対策を選定するシステム等がある。 

さらに最近話題になっている高度な AI 技術を活用したチャットサービスである「ChatGPT12」などは事業所

の安全管理者等が安全資料を作成する時間を大幅に短縮できる可能性があると考える。 

しかし、どのような AI 技術を活用した安全対策でも AI が間違った判断や情報を出力する可能性があるこ

とに注意しなければならない。ちなみに筆者は今回の執筆に先立ち、ChatGPT ベースの Bing AI Chat13を使用

して本レポートの原案を生成させてみた。その結果、執筆内容のアイデアを部分的に得たが、14 次計画で言

及されていない内容や、用語説明が間違っている箇所も見られた。効率化の可能性はあるが、当面は限定的

な使用に止め、概ね通常のプロセスで執筆する必要があると考えている。 

AI チャットサービスを安全管理者などが有効に使いこなすためには当然のことながら、活用する側が AI

チャットに適切な情報のインプットを行うだけでなく、アウトプットが正確であるかなどを判断し、現場の

作業者と良好なコミュニケーションをとりながらアウトプットを適切に伝えるといった力量がより一層求め

られるのではないだろうか。 

  

                              
12 ChatGPT（Chat Generative Pre-trained Transformer）：OpenAI が 2022 年 11 月に公開した人工知能チャットボッ

ト。ユーザーが入力した質問に対して、人間のように自然な対話形式で AI が答えるチャットサービス。 
13 Bing AI Chat；Microsoft によって開発され、OpenAI の ChatGPT を搭載した、自然言語処理技術を用いた検索エンジ

ン型の AI である。 
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4.3. その他 

表 4 に挙げるようなデジタル技術を活用した安全対策の取組が数多く報告されていることにも注目したい。 

 

表 4 その他のデジタル技術 

【転倒リスク評価システムの活用】 

 「転倒災害」や転倒に伴う「低所からの転落災害」の被災リスクが高い

作業者に集中して指導・サポートするため、転倒リスク評価システムが

用いられている。 

 転倒リスク評価システムでは背中と腰にモーションセンサーを着け、歩

き方の特徴などを計測、AI 分析し、転倒リスク等の改善に向けたプログ

ラムを提示する。 

（参考：転倒リスク評価システム「THE WALKING®」14） 

 

 

 

【ドローンの活用】 

 足場を組む必要がある高所や目視が難しい屋外の高所設備などでドロ

ーンを活用することにより、設備確認や点検時の墜落リスクが解消され

効率性も向上している。 

 ドローンおよびカメラ機材の性能は近年向上しており、例えば高所での

スレート屋根材等の劣化点検などは、数十万円の小型ドローンでも安全

かつ高精細＆広範囲に点検が可能である 

 （参考：当社ドローン活用・支援15） 

 

 

                              
14 マイクロストーン株式会社,THE WALKING® 

URL：https://www.microstone.co.jp/products/thewalking/（アクセス日 2023/5/31） 
15 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社, ドローン活用・支援 

URL：https://www.sompo-rc.co.jp/service-cate1s/view/10#cate2_106（アクセス日 2023/5/31） 
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【ウェアラブルデバイスの活用】 

 熱中症の発症リスクには個人差がある。そのためウェアラブルデバイス

によって作業者の作業強度（肉体負荷の大きさ）を計測し、閾値を超え

た場合にアラートを管理者などの携帯電話やパソコンにメール通知す

る仕組みを活用することにより、作業者の健康管理及び熱中症の未然防

止に寄与している。 

 暑熱環境下でリストバンド型デバイスを着用した作業者の脈拍を、4 秒

に 1回の高頻度で計測し、脈拍数の上限・下限や熱ストレス度（熱中症

リスク）について、作業者個人に最適なアラート基準に自動修正するア

ラートロジックを備えたウェアラブルデバイスもある。 

（参考：労務・熱中症管理サービス「みまもりふくろう」16） 

 

 

【リスク管理システムの活用】 

 自然災害の影響を受けやすい業種（建設業など）では気象アラートサー

ビスと統合されたリスク管理システムを活用することで現場の安全管

理を効率的に行うことができる。 

 WEB サイト上に登録された拠点で「いつ」「どの拠点に」自然災害リス

クが迫りつつあるのか等を事前に把握することで、現場の操業判断、従

業員の事前避難などを迅速に行うことができる。 

（参考：リスク管理システム「SORA レジリエンス」17） 

 

 

 

これらのデジタル技術は安全衛生分野で有効かつ適切に活用できる可能性が十分あると筆者は考える。そ

のため、事業者は導入に向けた検討を積極的に行うべきであるが、一方でこれらの技術を導入し使用する際

には適切な教育を受けたり、使用時の確認、使用後の評価・改善などのプロセスを十分踏んだりしなければ

ならない場合もあると言える。また、プライバシーの確保やサイバー攻撃といった情報セキュリティ面の配

慮も今後ますます求められると考える。 

なお、国は 14 次計画の中で新技術が作業の安全化に当たって、どの程度有効であるかのエビデンスの収集

や検討を行うとしているが、今後公表される結果にも注目していきたい。 

 

                              
16 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社,みまもりふくろう 

URL：https://www.sompo-rc.co.jp/services_mimamorifukuro（アクセス日 2023/5/31） 
17 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社,SORA レジリエンス 

URL：https://www.sompo-rc.co.jp/services/view/428（アクセス日 2023/5/31） 
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5. おわりに 

本レポートでは、SDGs や人的資本経営など最近注目されている社会的な考え方や DX など、今後事業者が

安全衛生対策を検討する上で重要と思われる点を踏まえて 14 次計画を解説した。 

「3．14 次計画の重点事項（概要）」で説明したように 14 次計画では様々な推進事項を示しており、安全衛

生管理者に是非知っていただきたい内容が多数盛り込まれている。今回は触れなかったが、「意図して安全衛

生対策に取り組むことを怠り、労働災害の発生を繰り返す事業者に対しては、罰則の適用も含めた厳正な対

応を行っていく」という経営層が経営リスクとして留意すべきと思われる重要な内容も含まれている。 

今後、事業者は本レポートで取り上げた国の動向を注視しつつ 14 次計画で示された視点を具体的に経営計

画や安全衛生計画に反映し実行することで職場の安全レベル向上を図り、引いては社会から認められる組織

づくりにつなげていただくことを祈念したい。 
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